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5 地域生活 ･社会参加

はじめに

本章では､主として住民と社会活動との関わりの実情等について報告する｡

沖縄の地域社会 (特に､沖縄本島中 ･南部地域)は祖国復帰後､急激に都市化が進んで

きた｡

復帰後は沖縄振興開発計画に沿って実施された社会資本のインフラ整備の推進等に刺激

を受けて沸き起った土地ブーム ･住宅建築ブームにより築かれた振興住宅地や無秩序に開

発されていった農相など､戦前の集落にはみられない新たな形の地域が誕生するなどして､

地域が都市化してきた｡それらの都市化した地域には､旧来の村落出身者と他地域出身者

とが混在し､生活するようになった｡

一般に､都市化した地域の住民には､地域-の愛着度の低下､地域との関わりの希薄化､

地域の活動-の不参加､自己中心的活動などの現象がみられるといわれる｡

本章では､都市化した地域の住民が､上記の一般にいわれる現象を呈しているかについ

てあきらかにするために､住民の地域-の愛着､地域との関わりの状況及び地域-の貢献

意識等についての調査結果をみていくことにする｡

5-1地域への愛着

ここでは､住民の地域-の愛着の有無について性別､年齢階級別､住宅の所有の有無と

の関連でみていきたい (図5-1)｡
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図5･1 居住継続意志 性別(N=885)

EDぜひいつまでも住みたい

ロなるべく住んでいたい

田できれば移りたい

皿ぜひ早く移りたい

ロ無回答

｢現在住んでいる地域にそのまま住み続けたいか｣という質問に対して､｢なるべく住み

続けたい｣と回答したのが52.8%､｢ぜひ､いつまでも住み続けたい｣と積極的な居住意向

を示したのが 19.9%である.両回答を合わせて ｢積極的な居住希望者｣ととらえると､そ
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れは全回答の7割以上を占めている｡他方､｢できれば移りたい｣との回答は22.9%､｢ぜ

ひ移りたい｣は3.5%である｡その両回答を ｢消極的な居住希望者｣とすると､その回答は

25.9%で､全体の3割弱である｡｢積極的な居住希望者｣について性別での差異はみられな

い｡

年齢階級との関係でみると､40歳代が81.1%で最も高く､次に60歳以上が80.5%､3

番目に50歳代が74.3%で続いている｡40歳以上の回答者に ｢積極的な居住希望者｣の割

合が高くなっている｡否定的居住希望者では､20歳代が36.9%で最も高く､次に30歳代

の28.2%と続く｡40歳代以上､つまり中高年の人に地域-の ｢積極的な居住希望者｣が強

くみられる｡仕事も定着し､子どもも通学 ･進学するなど､生活が地域に根付いているか

らであろう (図5･2)0

次に､回答者の住宅の所有の有無との関係で､居住意向についてみてみたい (図5-3)0

住宅の所有の有無との関連をみるのは以下の理由にもとづいている｡通常､自宅を ｢持

ち家(自分所有のマンションを含む)｣として購入し､所有する場合は､購入者にはそこに永

住する意志が働いている場合が多く､他方､｢借家 (アパー ト等を含む)｣人のばあい､便

宜的に一時の予定で居住する場合が多いと思われる｡従って､前者には居住希望者が多く､

後者にはその希望を示す人は少ないと､の仮説を設定することができるからである｡

自宅を所有する､いわゆる ｢持ち家｣の回答者について ｢積極的な居住希望者｣をみる

と､その割合は77.6%､｢消極的な居住希望者｣は22.4%である｡前者が圧倒的に多い｡｢借

家｣の回答者の場合は､｢積極的な居住希望者｣は65.3%､｢消極的な居住希望者｣は34,7%

で､この場合も ｢積極的な居住希望者｣が6割以上を占めて多い｡

｢積極的な居住希望者｣について焦点を絞ると､持ち家の回答者は 77.6%に対して借家
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の回答者は65.3%となり､持ち家の回答者が 10ポイン トほど多い｡持ち家の人ほど ｢積極

的な居住希望者｣は多い｡ しかし､借家人でも ｢積極的な居住希望者｣との回答が 6割強

を占めている結果をみると､多くの住民は､住宅の所有の有無とは関係なく､現在の居住

地に満足しているとみてよいであろう｡
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5-2地域の行事への参加

ここでは､地域行事-の住民の参加の実情をみていく (図 5-4)0
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｢寄付や清掃などの地域の行事｣-の参加状況は､｢ほとんど参加 しない｣の33.8%が最

も多く､｢あまり参加 しない｣が 17.9%で次に多い､3番目に ｢行事はない､または知らな

い｣の 17.4%が続いている｡これらの上位三位までの回答の合計が全体の7割を占めてい

る｡このことから､全回答者の 7割近くの人は地域行事-の関わりは薄いと感じられる｡
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この傾向は男女間でも同じである｡

次に ｢よく参加する｣と｢時々参加する｣を ｢参加する｣とし､｢あまり参加しない｣と｢ほ

とんど参加しない｣をまとめて ｢参加しない｣として､年齢階級別との関連でみてみよう(図

5-5)0 ｢参加する｣との回答は､50歳代が49.4%で最も多く､以下､40歳代 (41.4%)､60

歳代 (39.0%)と続く｡｢参加しない｣では､20歳代が 68.9%で最も多く､次に 30歳代

(53.7%)､40歳代と60歳代のそれぞれ46.4%と続いている｡中高年の世代が ｢公共的な

地域行事｣-の関わりをもつのが4割台であるが､20歳代と30歳代の世代は｢参加しない｣

との過半数を超えて多い｡つまり､若い世代ほど地域行事-の不参加者が多い｡

合計

(N=885)

20歳代
(N=192)

30歳代

(N=216)

40歳代

(N=222)

50歳代
(N=214)
60歳代

(N=41)
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図5-5 行事参加頻度 年齢別(N=885)

●よく参加する

□ある程度参加する

田あまり参加しない

Dほとんど参加しない

田行事はない､または知ら
ない

5-3祭りへの参加の度合い

近年､地域では ｢夏祭り｣｢エイサー祭り｣｢自治会まつり｣などの様々な祭りを開催す

るところがみられる｡

その ｢地域で行う祭り-の参加｣についての参加状況は､｢ほとんど参加していない｣と

の回答が39.2%で最も多く､｢時々参加している｣が24.7%で次に続いている (図5-6)0

｢あまり参加していない｣と｢ほとんど参加していない｣をまとめて ｢参加していない｣

とし､｢いつも参加している｣と｢時々参加している｣を ｢参加している｣として､回答結果

をみると､｢参加していない｣が55.6%､｢参加している｣は30.3%で､不参加者が過半数

を占める｡

回答が過半数を占める ｢参加していない｣について性別間を比較すると､男性は56.3%､

女性は54.9%で､両者間に特徴的な差異はみられない｡｢参加している｣の場合も同様であ

った｡

-46-



合計(N=885)男(N=437)女(N=448)壷1国 ≡≡≡E:≡≡……･‥.=24.7.:.: lllllll闇ffH日日Hff

ロときとき参加している

…HHllllLiH.:iHHHHlllll

E]祭りはない または知ら

･二二.27.2二,二‥= HHHHf剛 llll
-

0% 20,i 40% 60% 80,i 100%

年齢階級別で ｢参加 していない｣の回答状況をみると､20歳代が65.6%で最 も多く､以

下50歳代 (55.6%)､30歳代 (55.1%)と続 く｡概 して若い世代に不参加傾向がみえる (図

5･7)0
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5-4加入している団体等

自治会､サークルなどの地域の団体等-の加入状況をたずねた結果､全回答者 (885人)

79.9% (707人)､つまり､8割の人が何 らかの団体等に自主的に加入 していることがわか

った｡その うち､最も多い回答は ｢横合｣の40.9%で､以下､｢自治会 ･通 り会｣の25.8%､

｢スポーツ･趣味サークル｣の20.5%､｢小中校の同窓会｣の 19.7%が続いている(図 5-8)0
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男女別にみた場合､｢横合｣は男性(43.5%)､女性 (38.4%)ともに最も多い｡その他に

は､女性の場合は､｢PTA｣(18.3%)､｢自治会 ･通り会｣(27.7%)､｢婦人会 ･青年会 ･

老人会｣(18.3%)､｢生活共同組合｣(18.3%)が､男性では｢同業者組合･労働組合｣(8.2%)､

｢スポーツ･趣味サークル｣(23.3%)が､それぞれ加入している人の割合が高い (図5･9)｡
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年齢階級ごとに主な加入団体等をみてみよう (表 5･1)0

20歳代では｢模合｣が 26.0%で最も多く､｢スポーツ ･趣味サークル｣が 18.2%で続いて

いる｡30歳代でも同様に｢横合｣(37.0%)と ｢スポーツ･趣味サークル｣(16.7%)が目立

つ｡40歳代では｢横合｣が 50.0%で最も多く､｢自治会 ･通り会｣が 36.9%で次に多い｡50

歳代でも｢横合｣(48.4%)と ｢自治会 ･通り会｣(41.6%)が上位 2位までを占めている｡

60歳代でも｢横合｣(43.9%)と｢自治会･通り会｣(43.9%)が上位 2位までを占めている｡

20歳代と30歳代の回答者は､｢模合｣を除くと地域の団体等-の加入状況は占有率が2割以

下を占め低調である｡これに対して､40歳代以上の中高年の場合は｢横合｣と ｢自治会 ･通

り会｣-の加入が目立つ｡20歳代 ･30歳代に比べると､40歳代以上の中高年者には地域
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の団体等-の加入が多くなる傾向がある｡また､｢模合｣については､占有率に高低はある

が､各年代で一位を占めている｡

表 5-1 所属団体 年齢別(N=885) (多重回答)
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5-5地域での社会活動経験の有無

環境美化活動等の地域での社会活動-の自主的参加の経験をたずねたところ､最も多か

ったのは､｢どれにも参加したことはない｣の 44.3% (885人中の 392人)で､回答者全体

の 4割強を占めている｡この回答は､逆に､残 りの回答者 (493人)､つまり全回答者中の

過半数は社会活動に自主的参加 した経験がある､あるいは参加中ということになる (図

5-10)0

参加経験のある社会活動では､｢環境美化などの地域活動｣が 34.5%で最も多く､次いで

｢子ども会やスポーツなどの指導｣(18.8%)､｢高齢者･身障者等-の社会福祉活動｣(18.8%)

が続いている｡性別間では大きな違いはみられない｡

年齢階級別で ｢参加経験がない｣の回答者をみると､30歳代が 57.4%で最も多い｡以下､

20歳代の 47.9%､60歳代の 41.5% と続いている｡｢参加経験がある｣の回答では､50歳代

が 61.2%を占めて最も多く､以下､40歳代 (57.2%)､60歳代 (56.1%)と続いている (秦

5-2)0

このことから､社会活動-参加経験のない年代は 30歳代と20歳代が目立ち､社会活動

-の参加経験者には中高年者に多いことが明らかになった｡
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年齢階級別に参加経験のある社会活動についてみると､20歳代では ｢社会福祉活動｣が

24.5%で最も多く､次に ｢環境美化などの地域活動｣が21.9%で多い｡30歳代では ｢環境

美化などの地域活動｣が21.9%で最も多い｡40歳代では｢環境美化などの地域活動｣が42.8%

で最も多く､次に ｢子ども会やスポーツなどの指導｣が32.4%と多い｡50歳代では ｢環境

美化などの地域活動｣が45.8%で最も多く､次に｢子ども会やスポーツなどの指導｣が 19.2%

と続く｡60歳代では ｢環境美化などの地域活動｣が42.8%で最も多く､次に ｢社会福祉活

動｣が 17,1%となる｡

20歳代では ｢社会福祉活動｣､30歳代以上の年齢階級では ｢環境美化などの地域活動｣

-の参加経験をあげる人の割合が高くなっている｡

先にみてきた ｢行政主導による寄付や清掃などの地域の行事-の参加頻度｣では､7割の

回答者が不参加と回答していたが､プライベー トの生活領域での社会活動には､6割の回答

者が自主的選択した活動に参加 していることが明らかになった｡
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表 5-2 社会活動経験 年齢別(N=885) (多重回答)
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5-6社会活動への不参加者の今後の意向

環境美化活動等の地域での社会活動-の不参加者は､全回答者の4割強 (885人中の392

人)を占めていた｡そこで､その回答者 (392人)に ｢今後参加を希望する社会活動があり

ますか｣と､今後の活動-の参加の意向を問うてみた｡その結果は､｢参加を希望しない｣

が42.9%(168人)と最も多い回答となった｡この占有率と ｢その他｣の2.8% (20人)を加

えると 45.7% (188人)となる｡ しかし､それ以外の回答者 (204人)は参加を希望して

いる｡(図 5-ll)
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今後参加を希望する活動分野としては､｢環境などの地域活動｣(23.0%)と ｢高齢者 ･身

障者等-の社会福祉活動｣(13.8%)､｢子ども会やスポーツなどの指導｣(13.0%)が上位 3

位までを占めている｡性別間では大きな違いはみられないQ

年齢階級別に上記回答をみると､｢環境美化などの地域活動｣は各年齢階級で 1位を占め

る｡2位については､20歳代 (10.9%)､50歳代 (15.5%)､60歳代 (ll.8%)が ｢高齢者 ･

身障者等-の社会福祉活動｣を､30歳代 (15.3%)と40歳代 (15.9%)は ｢子ども会やス

ポーツなどの指導｣をあげている (表 5-3)0

表 5-3 社会活動意志 年齢別(N=392) (多重回答)

高齢者､

身障者等

への社会

福祉活動

環境美化

N ∵二二二 などの地

域活動

子ども会

やスホ○-ツ 国際交 耕土づく

などの指 充活動 り活動

導

20歳代 92 10.9 14.1 7.6
30歳代 124 14.5 21.8 15.3
40歳代 88 14.8 30.7 15.9
50歳代 71 15,5 26.8 14.1

60歳代 17 日.8 23.5 5.9

7
5
｣
9

0

8
0
9
9

0

OU
8
7
0

0

9
4
5
7

0

2
6
0
6

0

2
5
8
5

0

7
9
5
6

8

8
1
9
6

0U

5
4
2
3

5

.
1

2
8
0

0

1

3
6
0

0

3
0
5
8

0

3
4
4
2

0

(単位は%)

ところで､今回の結果から､188人が今後も社会活動-の参加を拒み､204人が参加意向

を示した｡後者の数と前項の参加経験者数 (493人)を加えると697人にのぼる｡これは､

全回答者の 78.8%となる｡つまり､社会活動-の参加に前向きの人が8割を占めるという

ことである｡

5-7今後の生活のあり方

近年､生活に対する国民の意識が変化してきているといわれる｡地域のまちづくりに関

心を持つ人､地域の活動に参加する人､福祉の問題を身近に感じる人などが増えてきてい

るといわれる｡

この国民の生活意識の変化について､内閣府は長年調査を実施してきた｡｢今後の生活の

あり方について｣の質問もその一環であった｡

内閣府の調査 (平成 18年 10月実施)結果をみると､｢今後は､心の豊かさやゆとりのあ

る生活に重きをおきたい｣(以下､｢心の豊かさ｣という｡)との回答が 62.9%､｢今後は､

物質的な面で生活を豊かにする生活に重きを置きたい｣(以下､｢物の豊かさ｣という｡)と

の回答が30.4%､｢どちらとも言えない｣が5.9%となり､国民の6割の人が ｢心の豊かさ｣

を重視していることを明らかにしている(『月刊 世論調査 国民生活』平成 19年4月号)0
この設問を使用して､本調査においてでたずねたところ､｢心の豊かさ｣を重視するとの回

答 (58.3%)が最も多い｡以下､｢一概にはいえない｣(31.0%)､｢物の豊かさ｣を重視する

との回答 (9.0%)と続く｡ほぼ6割の回答者が ｢心の豊かさ｣を重視している (図5･12)0
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本調査でも ｢心の豊かさ｣を重視する回答が多いのは､全国調査と同じ傾向である｡こ

れに対して､全国調査で2位を占めた ｢物の豊かさ｣は､本調査では回答者の 1割と低い｡

それに代わって ｢一概にはいえない｣が2位を占めている｡それは､｢物の豊かさ｣を軽視

するというのではなく､｢心の豊かさ｣と ｢物の豊かさ｣の生活の両面とも重視すべきとの

慎重な考えを反映した結果のあらわれと思われる｡

●今後は､心の豊かさやゆ
とりのある生活をするこ
とに重きをおきたい

田今後は､物質的な面で
生活を豊かにすることに
重きをおきたい

Eg一概にはいえない

□無回答

0% 20% 40% 60% 80% 1OO篤

図5-12 今後の生活の仕方について 性別(N=885)

年齢階級別にみると､｢心の豊かさ｣を見ると､60歳代が75.6%､50歳代が62.6%､20

歳代57.8%､40歳代57.7%､30歳代51.9%の順位となり､高年代の人に多い.しかし､

すべての世代で､占有率が過半数を占めているのは注目に値する (図5･13)0

甜

㈹

榔㈹
榔
…

榔㈹榔…
榔

㈱

20% 40% 60% 80% 1OO篤

図5-13 今後の生活の仕方について 年齢別(N=885)

■今後は､心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたいロ今後は､物質的な面で生活を豊かにする
ことに重きをおきた
い
8-概にはいえない

□無回答
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他方､生活の両面を重視する ｢一概にはいえない｣と回答したのは､30代が36.1%､40

代が32.9%で､上位 2位までを占めている｡教育費､養育費等の費用が必要な真っ最中と

思われる若い世代が目立っている｡

5-8社会への貢献意識

ここでは､社会-の貢献-の意向について聞いてみた｡

｢社会の一員として､何か社会のために役に立ちたいと思っていますか｣という質問に

対し､｢役に立ちたいと思っている｣が50.2%､｢あまり考えていない｣が46.2%､｢役に立

ちたいとは思わない｣が 1.8%との回答順となっている (図5-14)0

社会貢献について､半数の回答者が肯定的な意識をもっている｡社会貢献に断定的に反

対する人は､回答者の2%弱にすぎない｡他方､半数近くの人に ｢あまり考えていない｣

と回答がみえるが､それは､断定的に否定するほどの意識はないが､そうかといって肯定

するほど強く意識 したこともないということであろう｡このような人は､働きかけように

よっては､｢役にたちたい｣という意識に変わる可能性をもつ人と捉えられる｡

肯定的な回答は､男性(49.4%)と女性(50.9%)は同じ傾向である｡

合計(N=885)

男(N=437)
女
(N=448)

*:.i:;室等.;.善.=:jj;:I.=::.;;声==軍書…≦…感皿

E一役に立ちたいと思っ
ている

□役に立ちたいとは思
わない

ESあまり考えていない

□無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図5･14 社会のために役に立ちたいか 性別(N=885)

年齢階級別にみると､50歳代が53.7%､30歳代が52.3%､40歳代が51.4%と､上位3

位までを占めている｡いずれも50%台を維持している｡

他方､最も低い割合を示した20歳代でも42.7%で､その次に60歳代の48.8%が続く｡

最も低い回答でも40%台である｡これらのことから､社会貢献-の意欲を持つ人が多いと

いえる (図5-15)0
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小括

沖縄では都市化が進み､住民どうしの関係も希薄化し､住民と地域の間に懸隔が生じて

いるといわれている｡本調査では住民と地域との関係の実情を把握する目的で､地域-の

参加等の設問を設けた｡

まず､7割の回答者が ｢現在住んでいる地域にそのまま住み続けたい｣と回答しているこ

とから､多くの人が地域-の強い愛着をもっていることがわかった｡積極的な居住希望者

は中高年者に､また持ち家の回答者に多くみられる｡住宅も所有し､仕事も安定し､子ど

もも通学 ･進学するなどで､生活が地域に根付いているからであろう0

次に､住民と地域との関係を把握するために地域活動-の参加状況をみると､地域行事

-の住民参加は 7割弱の人が不参加者である｡多くの人が行政主導型の地域活動とのつな

がりに一歩距離を置いている傾向がみられる｡

他方､環境美化などの地域での社会活動-の自発的参加経験者は､全回答者の過半数を

占めている｡それに､これまでは不参加だったが､今後は機会があれば参加したいと考え

ている､いわゆる参加希望者を加えると､全回答者の 8割となる｡また､地域の団体に所

属し､活動している人は8割にものぼっている｡具体的には､｢横合｣｢小中高の同窓会｣｢ス

ポーツ ･趣味サークル｣等ある｡特に､横合は各年代で最上位をしめており､沖縄の慣習

の根強さもあらためて確認できた｡

以上の結果から､地域主体の社会活動-の参加は敬遠される傾向が強いが､社会活動-

の参加を通してプライベー トな生活領域で自発的に取り結ぶ人間関係を持っている人が多

く､社会的に孤立している人は少ないことがわかった｡

最後に､今後の生活のあり方については､｢心の豊かさ｣を重視するとの回答者が6割を
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占めているCその具現化の方法の一つに ｢社会-の貢献｣があげられるが､その考えをも

っている人は､対象者の半数を占めている｡これらの意識は､上記の自発的社会活動-の

参加の基盤をなしているように思われる｡

以上のことから､多くの住民が､地域-の愛着を持ち､｢心の豊かさ｣を重視し､社会へ

の貢献意識を持ち､かつ社会活動-の自発的参加に前向きであることから､地域社会が社

会活動-の住民参加促進の環境づくりをすれば､将来､社会活動-の参加者が増え､住民

どうしの関係が深まり､より住みよい社会が構築される可能性を示 しているように思われ

る｡

(川添雅由)
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6 子育て支援

はじめに

本章では､子育てに関連する意識を報告していく｡まず､子育てを行っていく上での環

境的基盤の充実度に関して､(ア)隣近所の支援体制､(イ)身近な遊び場､(ウ)保育所等

の公的支援体制､(エ)子育てサークル等の私的支援体制の4つを取り上げて個別的にその

充実度に関する意識をみていくO加えて､これらも踏まえた全般的な子育て環境の充実度

をとりあげる｡

つぎに､子育ての実施主体に関する意識をとりあげる｡前記の子育て環境に関する項目

で ｢隣近所の支援体制｣としてその充実度に関する意識を調べたが､ここではまず､子育

ての実施主体として､地域社会も子育て支援活動にかかわる必要があるかどうかに関する

意識と､このような総論としての意見と同時に､各論として自分自身が実際に地域社会の

･一員として子育て支援活動-参加することに関する意識をみていくO次に､適切な養育環

境にない児童に対して､実親に代わって子育てを実施する社会的養護の一環としての里親

制度についてもとりあげている｡沖縄県は全国と比較すると里親制度の活用が盛んな地域

とされているが､住民の意識として里親制度充実を充実させることについてどう考えてい

るのか､また､自分自身が里親として適切な養育環境にない子どもの養育を実際に行って

いくことに関してどう考えるのかをみていく｡

最後に､これまでみてきたような様々な支援策も含めて､子育て支援封策-の政府の支

出の状況に関する意識を取り上げている｡本章では､これらに関して男女別及び年齢別に

概観する｡

6-1 子育てに必要な環境の充実鹿

本研究では､子育てに必要な環境の充実度に対する意識を知るために､次のような方法

をとった｡たずねた子育て環境の各項目は､(ア)隣近所の支援体制､(イ)身近な遊び場､

(ウ)保育所等の公的支援体制､(ェ)子育てサークル等の私的支援体制の4種類である｡

これらの各項目ごとに､その充実度を､｢とても充実している｣､｢どちらかといえば充実し

ている｣､｢どちらともいえない｣､｢どちらかといえば不足している｣､｢とても不足してい

る｣の5段階でたずねて回答してもらった｡

(ア)隣近所で子育てを支えあう体制

｢隣近所で子育てを支えあう体制｣の充実度については図6-1にみられるように､男女と

も約4割 (男性 38.0%､女性 41.5%)が ｢どちらかといえば不足している｣｢とても不足し

ている｣と不足していると感 じており､｢とても充実している｣｢どちらかといえば充実し

ている｣と充実しているとする回答 (男性 13.9%､女性 15.2%)の2.5倍以上多くなって

いる｡
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■とても充実している

□どちらかといえば充実している

田どちらともいえない

山どちらかといえば不足している

□とても不足している

□無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図 6-1 子育て環境充実度 (ア)隣近所で子育てを支えあう体制 性別(N=885)

年齢別でみると､｢20歳代｣において不足していると感 じている割合が45.3%と､｢40歳

代｣(42.8%)とともに他の年齢階層に比較して高い割合となっている｡｢40歳代｣に関し

ては充実しているとする回答も 17.6%と､｢30歳代｣(18.1%)とともに高い割合となって

いる｡実際に乳幼児等の子育てを行っている割合が高いと考えられる｢20歳代｣において､

不足していると感 じている割合が高くなっている理由としては､若い世代における隣近所

とのコミュニケーションスキル不足の影響も考えられ､若年世代の親が気軽に利用できる

ような､隣近所で子育てを支えあう体制が特に不足している可能性も考えられる(図6･2)0
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(イ)身近な公園等の遊び場

｢身近な公園等の遊び場｣の充実度については図6-3にみられるように､男女とも約4割

(男性 36.9%､女性 40.4%)が ｢どちらかといえば不足している｣｢とても不足している｣

と不足していると感 じているが､同時に男女とも3割以上 (男性 32.1%､女性 34.1%)が

｢とても充実 している｣｢どちらかといえば充実している｣と充実しているとする回答を行

っている｡これは近くに公園がある地域に居住 している (していた)等の､回答者の居住

地域の特性に依存 している可能性も考えられる｡この充実 しているとする回答の割合は､

ここで取 り上げている4種類の項 目の中では最も高い割合となっており､身近な公園等の

遊び場に関する充実が最も実感されているといえる｡

6,1 4,9 3.1 こここここ̀1'5:6:ここここ

猷 塗 さ董卓""""luulJHJlM1嚢 等醤

5.3 26.8:-:- ＼＼ヽ無 音 lllllMlm m""li賢 藁薫

6.9 21.9 23,2 ここここここ17一.?:こここ

■とても充実している

ロどちらかといえば充実している

E3どちらともいえない

mどちらかといえば不足している

口とても不足している

ロ無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100,i

図6･3 子育て環境充実度 (イ)身近な公園等の遊び場 性別(N=885)

こここここ1.頁こや､こここここ

:ここ::185:ここ:

::ここ171::ここ

■とても充実している

□どちらかといえば充実している

田どちらともいえない

qどちらかといえば不足している

□とても不足している

ロ無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50,i 60% 70% 80% 90% 100%

図6-4 子育て環境充実度 (イ)身近な公園等の遊び場 年齢別(N=885)

年齢別でみると､不足していると感 じている割合は､｢30歳代｣において42.6%と他の年
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齢階層に比較 して高い割合となってお り､｢20歳代｣においては 35.9%と低い割合となっ

ている (以上､図6-4)0

(ウ)保育所等の公的な育児を支える体制

｢保育所等の公的な育児を支える体制｣の充実度については図 6-5にみられるように､男

女とも約4割 (男性 42.8%､女性 41.3%)が ｢どちらかといえば不足している｣｢とても不

足している｣と不足 していると感 じている｡｢とても充実 している｣｢どちらかといえば充

実している｣と充実しているとする回答は約 2割 (男性 20.1%､女性 19.6%)となってお

り､隣近所で子育てを支えあう体制に比べると幾分充実 しているとする回答の割合は高く

なっているが､それでも不足 しているという回答の方が2倍高くなっている｡

.3 羊 廿 村 JIIIflfff"Jm gJJJJJf……辱

8 とても充実している

田どちらかといえば充実している

団どちらともいえない

皿どちらかといえば不足している

□とても不足している

ロ無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図6-5 子育て環境充実度 (ウ)保育所等の公的な育児を支える体制 性別(N=885)

""154､ヽヽ ＼ヽ

＼＼＼＼＼､167､ヽ≠≠

＼＼"､157･＼＼＼＼

＼＼"＼158"＼＼＼

■とても充実している

□どちらかといえば充実している

E3どちらともいえない

0どちらかといえば不足している

田とても不足している

□無回答

01 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図6-6 子育て環境充実度 (ウ)保育所等の公的な育児を支える体制 年齢別(N=885)
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年齢別でみると､不足 していると感 じている割合は､｢60歳代｣においては約 5割

(48.8%)と他の年齢階層に比較 して高い割合となっており､充実していると感 じている割

合は､｢40歳代｣において23.9%と他に比較 して高い割合となっている｡｢60歳代｣に関し

ては､孫の子育てに関わっている割合が高いと考えられるが､祖父母としての立場から保

育所等の公的育児支援の不足を実感 している可能性が考えられる (以上､図 6･6)｡

(エ)子育てサークル等の私的な育児を支える体制

｢子育てサークル等の私的な育児を支える体制｣の充実度については図6･7にみられるよ

うに､男女ともに4割以上 (男性 46.5%､女性 42.6%)が ｢どちらともいえない｣が高い

割合となっている｡同時に､男女とも約4割 (男性 40.3%､女性 39.9%)が ｢どちらかと

いえば不足している｣｢とても不足 している｣と不足していると感 じている｡｢どちらとも

いえない｣の高い回答割合に関しては､子育てサークル等の活動自体の存在は知ってはい

るが参加 していないので充実度についてはわからないという状況や､あるいは､その活動

の内容 (参加者の構成内容も含む)によって充実度に差があると感 じている状況等も反映

している可能性があると考えられる｡

2.7-二8_3. 2_6 28.1 こここ■1IL1■rld:こここ6_5

■とても充実している

□どちらかといえば充実している

囚どちらともいえない

C]どちらかといえば不足している

ロとても不足している

□無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図6-7 子育て環境充実度 (エ)子育てサークル等の私的な育児を支える体制 性別(N=885)

年齢別でみると､｢保育所等の公的な育児を支える体制｣同様､不足していると感 じてい

る割合は､｢60歳代｣においてが 51.3%と他の年齢階層に比較 して高い割合となっており､

充実していると感 じている割合は､｢30歳代｣において 13.4%と他に比較 して高い割合と

なっている (図6･8)0
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ここ::17.1ここ::

●とても充実している

□どちらかといえば充実している

ES)どちらともいえない

C]どちらかといえば不足している

田とても不足している

□無回答

0,i 10% 20% 30% 40,i 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図6-8 子育て環境充実度 (ェ)子育てサークル等の私的な育児を支える体制 年齢別(N=885)

6-2 全般的にみた子育てに必要な環境

全般的な子育てに必要な環境の充実度については図 6-9にみられるように､男女 ともほぼ

同じ割合になってお り､4割半 (男性 45.0%､女性 46.4%)が ｢どちらかといえば不足 し

ている｣｢とても不足 している｣と不足 していると感 じてお り､4割強 (男性 42.6%､女性

40.6%)が ｢どちらともいえない｣とし､充実 している (｢とても充実 している｣｢どちらか

といえば充実 している｣)とする回答は 1割に満たない (男性 8.4%､女性 8.7%)0

(蕊 巨 l斗 瀬 章 JffJJlllllllrflM lffffrfml ●とても充実しているロどちらかといえば充実している田どちらともいえない皿どちらかといえば不足している白とても不足している□無回答㌔

…… 甜 … fHHE

(N‰ 圭 8.=0% HHf帽 日日JHHffHlf巨 蓋 4.220% 40% 60% 80% 1

年齢別でみてもほぼ同様の傾向がみられるが､｢50歳代｣｢60歳代｣において､｢どちら

かといえば不足 している｣｢とても不足 している｣ と不足 しているとする回答がそれぞれ

49.5%､48.7%と5割近 くとな り､他の若い年齢階層に比較 して高くなっている｡先述 した
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ように､この年齢階層は祖父母として子育てにかかわっている者の割合が高くなっている

と考えられが､かつて自分たちが子育てをしていた時の状況と比較して､沖縄における子

育てを行うための環境の充実度が低下していると感じていることが､この回答の高さにつ

ながっている可能性も考えられる (図6･10)0

(Ne8i8+5,.:PIす.iLLN尽++++++++++1"iTx6L+++++++++++++1l llHJHlll…‖三%:.?日日…Ⅲ ‖RSSSi.::2:,:3:ミミミを,A .とても充乱 ている

十2HO禁 中 ?+十 ∴ ∵予 亘 ㌦ ∵ jHllHH"IIlllh-?lllHlHllHHE;;ミil.l某…連.4 □どちらかといえば充実している

(3NO=!.忘 .:9二亘 隙+++N+++++++++ il>X3芸:tjtL++++++++++++++J lllHHHl帽 Ⅲ lllllllllEこここ■.li:5=副 由どちらともいえない

:NO誓 O- ! ‥~~‥ ‥ 轟 ~ ∴ミ∴､1 日llllllllHlSH:lllllllllllHESミミミiti嘩 4 mどちらかといえば不足している

:NO:!.i,.ユ 可 - 355＼㌦ ､＼ぺ｣ llHiHlHH胴 罰 …田 淵 一07本 5 ロとても不足している□無回答?£=it.器 oiSL+HN+塞+++++++ i>16ltljlL++NN+++N+++++1 日lllllllllllllHb:.:.:rl ………lト 亘 斗 9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6-3 子育ての実施主体

本調査では､子育ての実施主体に関する意識についてたずねた質問項目は､調査票でた

ずねた順に､地域社会も子育て支援活動にかかわる必要があるかどうかに関する意識､自

分自身が実際に地域社会の一員として子育て支援活動-参加することに関する意識､社会

的養護の一環としての里親制度を充実させることに関する意識､および自分自身が里親と

して適切な養育環境にない子どもの養育を実際に行っていくことに関する意識からなる｡

1)｢子育ては､その実親のみでなく隣近所も含めた地域社会も関わりながら行っていくべ

きである｣

この項目については図6-11にみられるように､男女とも7割半(男性74.9%､女性76.2%)

が ｢賛成｣｢やや賛成｣と賛成している｡総論でみると､子育ての実施主体として実親のみ

でなく､地域社会も参加することに対して基本的に住民の合意が得られているといえるで

あろう｡

年齢別でみると､年齢階層が高くなるにつれて賛成とする回答の割合が高くなっており､

｢20歳代｣が70.5%であるのに対して､｢30歳代｣73.6%､｢40歳代｣77.9%､｢50歳代｣

77.1%､そして割合が最も高い ｢60歳代｣は 87.9%と9割近い回答となっている｡別の視

点からいえば､若い世代になる程子育て-の ｢地域からの関わり｣を肯定する者の割合が

減る傾向にあるといえる (図6-12).
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(Ne8i8+5, 9ー0(N=?3,, 4..(N=?.8,.】-乱7.一一･...;‥0% 20% 4図 6-11 子 ■賛成口やや賛成田どちらともいえない皿やや反対E)反対ロ無回答0%

･:.こ36.5-:-:

::.:33.9.:::

･:.:39.1ー:

0% 60% 80% 10

2)自分自身が､隣近所における子育て支援のための活動に参加することについて

次に､実際に隣近所における子育て支援-自分自身が参加することに関する意識につい

ては図 6･13にみられるように､女性の方が ｢是非参加したい｣｢どちらかといえば参加し

たい｣と参加意思を持つ者の割合が49.6%となり､男性 (46.4%)よりも若干高くなってい

るが､どちらも約半数の割合で肯定している｡

年齢別でみると､前項目の子育て-の地域社会の関わりに関する意識と類似した傾向を

示しており､体力的な面で参加が難しくなると考えられる ｢60歳代｣を除くと､年齢階層

が高くなるにつれて参加の意思を持つものの割合が高くなっており､｢20歳代｣が44.8%で

あるのに対して､｢30歳代｣46.3%､｢40歳代｣50.4%､｢50歳代｣51.4%と､｢40歳代｣と

｢50歳代｣では5割を超えている｡ここでの回答の傾向に関しては､若い世代になる程自
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分自身が現在子育てを行っている最中であり､他の子育て-かかわる余裕がないことも影

響していると考えられるが､しかし､｢是非参加したい｣とする割合は逆に ｢20歳代｣が

12.5%と最も高い割合となっている (図6-14)0

(Ne8%8.5,E3(N=537,E 3(N=kM8,EZ0% ･:.:37.6:-:. ■是非参加したい□どちらかといえば参加したい囚どちらともいえないmどちらかといえば参加したくない田参加したくない□無回答0%

･二.35_0:.:.

二:.:40.2..:二

20% 40% 60% 80% ー0

合音十(N=885)(2NO=?,?,-30歳代(N=216)40歳代(N=222)50歳代(N=214)60歳代(N=41)0%10.4;_ ･:-137.6.‥, ≡;:;:隙+++++++++++++++ "9xiTxL++++++++++++++J l:.琵ll4I.lSJ J是非参加したいEjどちらかといえば参加したいES3どちらともいえないn]どちらかといえば参加したくないE]参加したくない□無回答0%

12.5■ ･二.=32.3.二, ;…≡!rL++++++++++++++注 這.37x+++++++++++++++J ll子 闘

8.3…9.0二
･.=38,0.二.‥ ∴ 際++++++++++++++++++ >3書.l<T+L+++++++++++++++1 :.さ:BC:2]

I.=.4..4∴一 ;≡;≡≡際 Ⅱ+++++1 >3><13:34HL++++++++++++J l

ll.7 I.=.39.7‥.= =;≡三≡隙++++++L++++監 護X:i++++++++++++W l?:L技llB::3:

12,2 ･二.=29-3.=. ;=≡=≡L+++++++++++++++++++++++11 >>+6.i.3T+L+++++++++++++++++㍗++浴 :2:号

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% ー0

3)里親制度を充実させることについて

適切な養育環境にない子どもを､血縁関係にない世帯 (里親世帯)に公的に委託する里

親制度の充実に関する意識については図6･15にみられるように､6割以上の者が充実させ

ることに ｢賛成｣｢やや賛成｣と賛成している｡男女での差をみると､女性において賛成す

る者の割合が 66.5%となり､男性 (61.4%)よりも高くなっている｡また､｢どちらともい

えない｣とする回答が約3割を占めており､この制度の実情に関する情報が十分にないこ

とがこの回答につながっている可能性も考えられる｡
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合計(N=885)■■■■■■34.-■■■■■■■ ･:29.7二二: ■賛成□やや賛成囚どちらともいえない印やや反対ロ反対ロ無回答0,i

男(N=437)■■-33.0■- ･:28.4.:

(N=448) 35.;3.10.;;::

0% 20% 40% 60% 80% ー0

年齢別でみると､｢30歳代｣で賛成する割合が67.2%と､他の年齢階層と比較して高い傾

向があり､それ以外の年齢階層では約63.0%前後の値となっている｡ただし､｢30歳代｣に

関しては ｢やや反対｣｢反対｣と反対する意見も4.7%と最も高くなっている (図6･16)0

(Ne858+5) 4ー2 二.‥.29,7二一二‥ ;≡;:;EL+++++++1>3>+.lotiTg黛+++++++++13:i 中耳成ロやや賛成由どちらともいえない皿やや反対□反対□無回答0%

(2NO=禦2,■『耳■30,7■-『===;=.=.=3..3.‥-‥ 言L+++++++++++}3>>+3.<x:tj<q+L+++++++++1::6:
(3NO=f!?,6.6 二.二30,6.‥∴;………隙 269 …÷ll2tJ

(4NO=!21芸,-.-31.5.-二二二二; 二二一一31..- =r;≡≡-=LLH+++++++SI:;L++++++++12ri3＼■＼
(5NO=!!?, 6.9 二二一二27.- ≡:;:;E+L++++++11>"lS:k"4HLN++++++1:.主

冒NO=Bi.1.7 90 二‥‥.24ー4‥.二‥言際++++++++134i､ 中
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 10

4)自分自身が里親世帯となることについて

次に､実際に自分自身が里親となって養育を行うことに関しては図6･17にみられるよう

に､｢どちらかといえば参加したくない｣｢参加 したくない｣と参加に否定的意識を持つ者

の割合が4割強 (43.8%)と高い割合となっており､｢どちらともいえない｣とする回答も

4割強 (41.2%)あり､｢是非参加したい｣｢どちらかといえば参加したい｣と参加の意識を
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持つ者の割合は1割強 (12.6%)となっている｡この意識に関して男女での差をみると､女

性において参加の意識を持つ者の割合が 14.9%となり､男性 (10.3%)よりも高い傾向がみ

られる｡この項目においても前項同様に ｢どちらともいえない｣という回答が高い割合と

なっている｡自分自身が実際に参加したいかどうかの判断においては､前項のような総論

的に賛否を決定するよりも更に多くの里親制度に関する情報が必要とされるが､ここでも

里親制度に関する情報不足がこの回答に影響を与えている可能性が高いと考えられる｡

(Ne8=8+5,1臥;二三,8.10,8ド : 辻 下 村 ll…fM """善 ■是非やつてみたい□どちらかといえばやってみたい田どちらともいえないa)どちらかといえばやりたいとは思わないf5)やりたいとは思わない□無回答㌔(N=% 7,2:3や .(N=5.8,.ト キ0%

藻 輔 舘 F"酬 音義 套

20% 40% 60% 80% 1

年齢別でみると､前述した ｢2)自分自身が､隣近所における子育て支援のための活動に

参加することについて｣における回答と類似した傾向を示しており､体力的な面で参加が

難しくなると考えられる ｢60歳代｣を除くと､年齢階層が高くなるにつれて参加の意識を

持つものの割合が若干高くなる傾向がみられ､｢20歳代｣が 11.5%､｢30歳代｣ll.6%､｢40

歳代｣13.1%､｢50歳代｣14.5%となっている｡しかし､｢どちらかといえば参加したくない｣

｢参加したくない｣と参加に否定的意識を持つ者の割合も､｢20歳代｣38.6%､｢30歳代｣

41.2%､｢40歳代｣43.3%､｢50歳代｣47.6%､｢60歳代｣は65.8%と年齢階層が高くなるに

つれて高くなる傾向がみられることは､自分自身の隣近所における子育て支援への参加意

識とは異なっている (図6-18)｡これは､様々な自分の状況にあわせて様々な参加方法があ

るとイメージできる ｢隣近所における子育て支援｣-の参加に比べて､実際に子どもを自

身の世帯に受け容れて養育する里親制度の肉体面 ･精神面での厳しさに対するイメージの

現われであると想定される｡ しかし､このような厳 しい活動と予想される里親制度であっ

ても ｢是非参加したい｣と回答している者の割合が､各年齢階層で約2.0%はみられる｡沖

縄県全体でみると20歳～69歳人口は約86.3万人 (平成 17年度末)であり､その2.0%は

約 1.7万人となる｡この積極的に参加の意識を持つ者に対して､どのように働きかけるか､

特に､意思決定に必要な制度の詳細に対する情報をどのように提供していくかは､里親制

度を更に充実させ実際に必要としている子ども達と結び付けていく上で重要な課題といえ
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よう｡

,蕊 了:巨 木ト ‥∵ ‥- ∵‥‥｣ ililll:甘IHHlllト ll亘 4… ■是非やつてみたい

(2NO=?,荒 .:p一木 L++++++++++++++++虻 7>)≡.:41薫++++L+++++++++++J llllll:.:I:.ZHHllEミミミミミ…ミぎi号ミ;…ミ…;当 □どちらかといえばやってみたいE3どちらともいえない皿どちらかといえばやりたいとは思わない□やりたいとは思わないロ無回答0%

(3NO=!.忘 .:gヰ 際++++++十十++++11 g測 ll…‖淵 l

(4NO=52芸 .:巨 亘 ;隙十十++++++++++ ::;tL++++++++++L+JW f…i:i:f:‖l脹ささ表 毎 sjささささ≧ささ

●｢一 ._._. . N 斡 願 巣 主 幹 IfMl"器 MJJ

.'｢. :~J.: … ≠ JIlfffrrlfff鮒 ‖州

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 10

6-4 子育て支援対策-の政府の支出

子育て支援対策-の政府の支出の現状に関する意識については図6-19にみられるように､

｢少なすぎる｣とする回答の割合が 58.9%で最も高くなっている｡この意識に関して男女

での差をみると､男性において ｢少なすぎる｣とする意識を持つ者の割合が 62.2%となり､

女性 (55.6%)よりも高くなっている｡

55.6 27.0

℡多すぎる

0適当

団少なすぎる

ロわからない

□無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図6･19 子育て支援対策-の政府の支出について 性別(N=885)

年齢別でみると､｢60歳代｣で48.8%､｢20歳代｣で55.2%と ｢少なすぎる｣とする割合

が他の年齢階層と比較して低くなっており､それ以外の年齢階層では約 60.0%前後の値と
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なっている｡｢60歳代｣と ｢20歳代｣に関しては ｢わからない｣とする回答の割合が他の

年齢階層と比較して高くなっていることが (｢60歳代｣39.0%､｢20歳代｣30.7%)､この低

さに影響を与えていると考えられる (図6･20)0

全体平均で6割弱の者が現状の子育て支援対策-の政府の支出について ｢少なすぎる｣

と回答しており､子育てに必要な環境の充実度に関する意識において不足しているとする

回答が多くの項目で4割程みられたことと関連性を示している｡

小括

沖縄における子育てに必要な環境の充実度に関する意識に関しては5項目からみてきた｡

｢身近な公園等の遊び場｣に関しては3割強､｢保育所等の公的な育児を支える体制｣に関

しては2割の充実しているとする回答があるが､全般的な充実度に関しては､充実してい

るとする回答は1割に満たない｡また､すでに自分自身の子の子育てを終えていると考え

られる年齢階層 (｢50歳代｣｢60歳代｣)において不足しているとする回答が最も高くなっ

ている項目も多く､子育てに必要な環境に関しては､実際に今現在自分自身の子どもの子

育てを行っている年齢階層のみでなく､祖父母として関わっている場合も含めて､すべて

の年齢階層において関心が高くなっていることが考えられる｡沖縄県は保育所-の待機率

(待機児童数/保育所定員数)の高さでみると､最も待機児童問題が深刻な都道府県の 1つ

である｡加えて､認可外保育所利用者の割合が高いことや､出生率や離婚率が高いことに

起因する潜在的な保育サービス需要も商いということが特徴として指摘される｡これらの

沖縄県の保育所に関連する問題状況はマスメディアによる報道も数多くなされており､こ

の問題に対するすべての年齢階層の県民意識の高さにつながっていると考えられる｡今回

の結果からは､｢保育所等の公的支援体制｣よりも､｢隣近所で子育てを支えあう体制｣や
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｢子育てサークル等の私的支援体制｣の方が､充実しているとする回答の割合は低くなっ

ている｡保育所の整備というハー ド面を中心とした改善と同時に､人と人との繋がりを中

心にしたソフト面での改善も､沖縄の子育てに必要な環境の充実のためには必要となって

くるであろう｡

このソフト面での改善においては地域住民の子育て支援-の参加が一つの鍵となり､子

育ての実施主体に関する住民の意識が重要となってくる｡実施主体として､実親のみでな

く地域社会も参加することに対しては､基本的に住民の合意が得られているといえる｡各

論として隣近所における子育て支援活動や里親制度-自分自身参加するかどうかに関する

意識に関しては､体力的な面で参加が難しくなると考えられる ｢60歳代｣を除くと､年齢

階層が高くなるにつれて参加の意識を持つ者の割合が高くなる傾向がみられた｡このよう

に､実際の活動に対して参加意識がある者に対して､個々人の状況に合わせた子育て-の

参加形態を整備していくことが重要であろう｡また､適切な養育環境にない子どもを､血

縁関係にない世帯 (里親世帯)に公的に委託する里親制度に関する意識に関しては､｢どち

らともいえない｣という割合の高さから､制度の具体的内容の周知度が低い可能性が示唆

された｡このような状況を改善するための制度に対する理解を住民が深めるための働きか

けと同時に､現状にあってもすでに各年齢階層で約 2.0%存在する ｢是非参加したい｣と回

答している者の具体的活動参加-向けての働きかけが今後重要になるといえる｡

子育てに必要な環境に対する住民の充実度の低さをもたらす沖縄の状況は､全体平均で

6割弱が現状の子育て支援対策-の政府の支出について ｢少なすぎる｣とする回答結果に

もつながっている｡ここで述べたような子育てに必要な環境の整備も含めて､実際の効果

が住民にとって実感される有効な手段に対する公的資金の更なる投入が求められている｡

(本村 真)
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